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令和６年度第５回 国立大学法人奈良国立大学機構経営協議会記録 

 

日 時  令和６年１１月１９日（火）１３時００分～１４時００分 

場 所  奈良国立大学機構第一会議室 

出席者   理事長、宮下大学総括理事、高田大学総括理事、榎本理事、西村理事、 

     松本伸之委員、松本洋一郎委員、村岡委員 

欠席者  國枝委員、森川委員、大石委員 

列席者  青山監事、沓澤事務局次長、岩阪監査室長 

（機構事務部） 

向総務課長、寺本企画課長、川村人事課長、幸田財務課長、奥施設課長 

（奈良教育大学事務部） 

矢倉総務課長、河上企画調整課長 

議 長   理事長 

 

議事に先立ち、令和６年度第４回経営協議会（令和６年１０月３０日）記録を確認。 

 

審議事項 

１．令和６年度補正予算について 

 榎本理事から、資料１により説明があり、審議の結果、原案のとおり承認し、役員会へ

付議することとした。 

 

２．役員の令和６年１２月期に支給する勤勉手当の勤務成績評価について 
榎本理事から、資料２により説明があり、審議の結果、原案のとおり承認し、役員会へ

付議することとした。 

 

３．諸規程の改正について 

（１）奈良国立大学機構職員給与規程の一部改正について 
（２）奈良国立大学機構奈良女子大学年俸制適用教員給与規程の一部改正について 
（３）奈良国立大学機構期末手当及び勤勉手当の特例措置に関する細則の一部改正について 

  榎本理事から、資料３－１～３－３により説明があり、審議の結果、原案のとおり承

認し、役員会へ付議することとした。 

 
４．その他 
  特になし 
 
 
報告事項 

１．奈良教育大学附属小学校における教育課程の状況報告について 

  宮下理事から、奈良教育大学附属小学校における教育課程の事案について、適切に対応

し、おおむね順調に取組が進捗していることの報告があった。 

 

２．その他 

・大学の将来推計について 

  榎本理事から、文部科学省が公表した大学の将来推計に関する資料により、2040 年に

おける奈良県の進学者等推計を中心に説明があり、①2040 年の大学進学率が推計通りに

は上がらないと仮定した場合、各大学における定員充足率がさらに厳しい状況となるこ

と、②大学進学率が推計通りに上がると仮定した場合、一般的には学力面を含む学生の多

様化が進むと想定されるため、入試や入学後の学生支援を一層きめ細かく充実させる必要

があること、③将来に向けて入学定員等をどう設定するかについては、国の動向等を注意
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深く見つつ各々の大学が判断していく必要がある、との説明があった。 

  村岡委員から、人口減少の状況を迎えるに当たり大学がどのように優秀な人材を確保す

るかという課題に対しては、学生にとって魅力のある大学作りを進めていくことが解決の

近道であり、どのような教育を提供していくか機構として考えていく必要がある、との意

見があった。 

  松本洋一郎委員から、大学の定員充足に関連して、日本における大学教育の特徴であ

る、18 歳で大学に入学して 22歳で卒業するという固定化された状況について、企業や教

員側のマインドセットも変わらざるを得ないこと、また、今以上に留学生を学部段階から

受け入れて、留学生が日本の文化を吸収し日本に定着していくように意識していく必要が

あること、さらに、教育は将来に対する投資であり教育に多くの予算が集中するような考

えが醸成されるような社会が望ましく、地方の教育機関を投資先として捉え、人材が育ち

企業が育つことで地方創生につなげることも重要である、との意見があった。 

  松本伸之委員から、今後大学が生き残りを賭けていくには、両大学にしか無い魅力をど

う作り上げて広く訴えていくか、どう差別化を図っていくか、「奈良」をキーワードとし

て、学生の若い知恵も借りながら、また、奈良の地に根付いた方の意見も取り入れつつ、

2040 年の状況を直近の問題として捉えて、早急に検討を始める必要がある、との意見が

あった。 

 

 

  次回は、１月２４日（金）１３：００～１５：００に開催することとして散会。 

 

以 上 


